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学校、保育所等における
食育の推進

章

第１節
学校における指導体制の充実
学校における食育を推進するためには、食

に関する専門家として平成１７年度から制度化
された児童生徒の栄養の指導及び管理をつか
さどることを職務とする栄養教諭を中心に教
職員が連携して指導計画を策定し、全教職員
が共通理解のもとに指導を展開することが重
要であり、そのためには全都道府県において
早期に栄養教諭が配置されることが必要であ
る。このため、文部科学省においては、平成
１７年度から現職の学校栄養職員が栄養教諭免
許状を取得するための講習会を都道府県で開
催している。その結果、全国で、多数の学校
栄養職員が栄養教諭免許状を取得している。
公立小中学校等の栄養教諭については、各

都道府県教育委員会が、地域の状況を踏まえ
つつ、栄養教諭免許状取得者の中から栄養教
諭を採用し、配置していくことになってお
り、平成２０年４月現在で全都道府県において
１，８８６名が配置されている。（図表―３３）。この
ほか、国立大学法人においても附属学校に栄
養教諭を配置しており、平成２０年４月現在で
３６国立大学法人で５７名が配置されている。
なお、平成２０年１月の中央教育審議会答申

において、栄養教諭が学校における食育の推
進の要であることを明確にした上で、他の教
職員や地域社会と連携しつつ、その要として
の役割を果たせるよう、①栄養教諭の役割・
職務の明確化を図るための法制度の整備を検
討すること、②校長など管理職についても、
栄養教諭を中心とする食に関する指導の全体
計画の作成を指揮し、校内体制を整備して学
校教育活動全体で積極的な取組が行われるよ
う全校的な視点から関係教職員を指導するこ
となどが求められることなどを明記した。
これを受けて、学校における食育の推進の

明確な位置付けと栄養教諭が学校給食を活用
した食に関する実践的な指導を行うことなど
を内容とする学校給食法の改正案を平成２０年
２月に第１６９回国会に提出し、同６月に成立
し、公布されたところである。

第２節
学校における指導内容の充実
学校における食育は、子どもが食に関する

正しい知識を身に付け、自らの食生活を考

年 度 配置状況
１７ ４道府県 ３４人
１８ ２５道府県 ３５９人
１９ ４５道府県 ９８６人
２０ ４７都道府県 １，８８６人

栄養教諭による食に関する指導

図表―３３ 公立学校栄養教諭の配置状況

１７～１９年度は各年度末の配置現人数
２０年度は、４月１日現在の配置現人数
資料：文部科学省学校健康教育課調べ
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え、望ましい食習慣を実践することができる
ことを目指し、学校給食を活用しつつ、給食
の時間はもとより各教科や総合的な学習の時
間等における食に関する指導を中心として行
われている。

（１）栄養教諭による取組

栄養教諭は、教育に関する資質と栄養に関
する専門性を生かして学校における食育推進
の要として、献立作成や衛生管理等の学校給
食の管理と学校給食を活用した食に関する指
導を一体的に展開することにより、教育上の
高い相乗効果をもたらしている。

ア 食に関する指導の連携・調整
各教科等で学習する内容に食は幅広く関

わっており、食に関する指導は、学校教育活
動全体を通して行うことが重要である。この
ため、栄養教諭のみならず関係教職員が食に
関する指導の重要性を理解し、必要な知識や
指導方法を身に付けるとともに、関係する教
職員が十分な連携・協力を行うことにより、
体系的、継続的に効果的な指導を行うことが
できる。栄養教諭は、各教科等において指導
に携わるだけでなく、学校における食に関す
る指導の全体的な指導計画の策定の中核とな
るなど、教職員間の連携・調整の要としての
役割を果たしている。

イ 子どもへの教科・特別活動等にお
ける教育指導
食に関する指導は、給食の時間をはじめと

する特別活動、各教科、道徳、総合的な学習
の時間といった学校教育活動全体の中で体系
的、継続的に行われるものであり、その中で
栄養教諭はその専門性を生かして、各学級担
任や教科担任等との連携を図りながら積極的
に指導を行っている。栄養教諭は学校給食の

管理業務を実際に担っていることから、各教
科等の授業内容と関連させた献立を作成する
など、学校給食を生きた教材として活用し、
効果的な指導を行っている。

なお、平成２０年３月に小・中学校の学習指
導要領の改訂が行われ、その総則において、
「学校における食育の推進」が明確に位置付
けられるとともに、家庭科や保健体育科等、
関連する各教科等における食育の観点からの
記述の充実を行った。あわせて、幼稚園教育
要領の改訂も行われ、領域「健康」において、
食育の観点からの記述の充実を行った。

ウ 子ども等への個別的な相談指導
保護者からの申し出、健康診断、聞き取り

調査等で判明する、肥満、食物アレルギーや
偏食等の子どもがかかえる個々の問題に適切
に対応するために、栄養教諭は、学級担任、
養護教諭、学校医等と連携しつつ、保護者と
面談等を重ね、子どもの食生活に関して、栄
養に関する専門性を生かしたきめ細かな指
導・助言を行っている。なお、学校給食にお
いても、子どもの状況に応じた対応に努めて
いる。

（２）食に関する学習教材の作成

各教科や特別活動、総合的な学習の時間等
における食に関する指導において使用する教
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材として食生活学習教材を作成し、全国の小
学校低学年（小学校１年生）、中学年（小学
校３年生）、高学年（小学校５年生）、中学生
（中学校１年生）に配布し、その活用を促進
している。

（３）食育を通じた健康状態の改善等
の推進

近年、子どもの肥満傾向の増大や生活習慣
病の若年化等の状況が生じている背景には、
例えば「よく体を動かし、よく食べ、よく眠
る」という食習慣をはじめとした基本的な生
活習慣や態度が身に付いていないことが指摘
されている。
このため、栄養教諭と養護教諭が連携し、

地域の医療機関や学識経験者の協力を得て、
子どもの睡眠や食生活の状況が健康や意欲に
及ぼす影響等の特定のテーマに関する実践的
な調査研究を実施している。

第３節
学校給食の充実

1 学校給食の現状
学校給食は、栄養バランスのとれた豊かな

食事を子どもに提供することにより、子ども
の健康の保持増進、体位の向上を図ることは
もちろん、食に関する指導を効果的に進める
ために、給食の時間はもとより、各教科や特
別活動、総合的な学習の時間等において生き
た教材として活用することができるものであ
り、大きな教育的意義を有している。平成１８
年５月現在で小学校では約２２，３００校（全小学
校数の９９．２％）、中学校では約９，４００校（全中
学校数の８５．８％）、全体で約３３，２００校で学校
給食が行われており、全体で約１，０１９万人の
子どもが給食を受けている。（図表―３４）。

2 地場産物の活用の推進について
地場産物を学校給食に活用し食に関する指

導の教材として用いることにより、次のよう
な効果が期待されることから、地域や学校に
おいて、地場産物を学校給食において活用す
る取組が積極的に進められており、平成１７年
度の活用率は、全国平均で２３．７％（食材数
ベース）となっている。
① 子どもが、より身近に、実感をもって
地域の自然、食文化、産業等についての
理解を深めることができる。

② 食料の生産、流通等に当たる人々の努
力をより身近に理解することができる。

③ 地場産物の生産者や生産過程等を理解
することにより、食べ物への感謝の気持
ちをいだくことができる。

④ 「顔が見え、話しができる」生産者等
により生産された新鮮で安全な食材を確
保することができる。

⑤ 流通に要するエネルギーや経費の節
減、包装の簡素化等により、安価に食材
を購入することができる場合があるとと
もに、環境保護に貢献することができる。

⑥ 生産者等の側で学校給食をはじめとす
る学校教育に対する理解が深まり、学校
と地域との連携・協力関係を構築するこ
とができる。
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とても効果的
45.6％

その他
3.4%

効果的である
39.7%

効果的ではない
0.6%

家庭での
食生活が大切
10.7%

米飯給食の推進は、子供の食習慣の乱れを改善するのに
効果的と考えますか？

資料：「ごはんで給食フォーラム」アンケート結果
　　　（全国農業協同組合中央会調べ）

文部科学省では、各都道府県に推進地域を
指定し、生産者等から計画的かつ安定的に地
場産物の納入が図られるよう、学校と地域の
生産者等の連携体制を整え、地場産物を食に
関する指導の「生きた教材」として活用でき
るようにするための方策等について調査研究
を行っている。

3 米飯給食の一層の普及・定着に
向けた取組

米飯給食は、伝統的な食生活の根幹である
米飯に関する望ましい食習慣を子どもに身に
付けさせることや、日本文化としての稲作に
ついて理解させるなどの教育的意義を持つも
のであり、週当たり３回の実施を目標に据
え、その普及を図っている。１８年度におい
て、米飯給食を実施しているのは小学校で約
２１，９００校（完全給食実施全小学校数の
９９．７％）、中学校で約８，１００校（完全給食実施
校全中学校数の９９．７％）、全体で約３１，４００校
（完全給食全実施全校の９９．７％）で米飯給食
が行われており、約９７２万人（完全給食を受
けている全幼児・児童・生徒数の９９．９％）の
子どもが米飯給食を受けている。
また、週当たりでは２．９回となっている（図

表―３５）。

米飯給食のより一層の推進を図るため、米
飯給食の実施回数が少ない都市部の保護者や
学校給食関係者を対象とした「ごはんで給食
フォーラム」を開催している。
平成１９年度は、埼玉県、東京都、神奈川県

区 分 全国総数 完 全 給 食 補 食 給 食 ミルク給食 計
実 施 数 百分比 実 施 数 百分比 実 施 数 百分比 実 施 数 百分比

小 学 校
学 校 数 ２２，５１５ ２２，０１４ ９７．８ １０７ ０．５ ２２２ １．０ ２２，３４３ ９９．２
児 童 数 ７，１８７，４１７ ７，０９５，０７１ ９８．７ １７，４２５ ０．２ ２５，５２９ ０．４ ７，１３８，０２５ ９９．３

中 学 校
学 校 数 １０，９０６ ８，１５９ ７４．８ ６５ ０．６ １，１２８ １０．３ ９，３５２ ８５．８
生 徒 数 ３，６０９，３０６ ２，５０７，７０１ ６９．５ １４，９０３ ０．４ ３８１，００２ １０．６ ２，９０３，６０６ ８０．４

特 殊 教 育
諸 学 校

学 校 数 １，００４ ８４９ ８４．６ １ ０．１ １２ １．２ ８６２ ８５．９
幼児・児童・生徒数 １０４，５９２ ９２，０６０ ８８．０ ３６ － １，００２ １．０ ９３，０９８ ８９．０

夜間定時制
高 等 学 校

学 校 数 ７０４ ４５４ ６４．５ １９８ ２８．１ １ ０．１ ６５３ ９２．８
生 徒 数 ９２，１０８ ３８，７７１ ４２．１ １３，１７８ １４．３ ５１６ ０．６ ５２，４６５ ５７．０

計
学 校 数 ３５，１２９ ３１，４７６ ８９．６ ３７１ １．１ １，３６３ ３．９ ３３，２１０ ９４．５
幼児・児童・生徒数 １０，９９３，４２３ ９，７３３，６０３ ８８．５ ４５，５４２ ０．４ ４０８，０４９ ３．７ １０，１８７，１９４ ９２．７

区 分 平成１８年 平成１７年
学 校 数 ３１，３８６校 ３１，５０７校
実 施 率 ９９．７％ ９９．５％

実施回数（週当たり） ２．９回 ２．９回

図表―３４ 学校給食実施状況（国公私立）
平成１８年５月１日現在

※中学校には中等教育学校前期課程を含む。
資料：文部科学省「学校給食実施状況調査」

図表―３５ 米飯給食実施状況（国公私立）

資料：文部科学省「米飯給食実施状況調査」

図表―３６ 平成１９年度「ごはんで給食
フォーラム」におけるアン
ケート結果
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学校給食法の改正については、中央教育審議会答申
「子どもの心身の健康を守り、安全・安心を確保するた
めに学校全体としての取組を進めるための方策につい
て」における提言も踏まえつつ原案が作成され、「学校
保健法等の一部を改正する法律案」として、平成２０年２
月２９日に閣議決定され、同日付けで第１６９回国会に提出
され、同６月１１日の参議院本会議で可決されて、成立し
ました。施行日は、平成２１年４月１日となっています。
学校給食法は、その時々の状況に応じ、必要な改正が
行われてきたところですが、法の根本をなす第１条（こ
の法律の目的）や第２条（学校給食の目標）の大幅な改
正を含む今回のような大きな改正が行われたのは、法の
制定以来初めてのことであると言えます。
昭和２９年に学校給食法が成立するまでの経緯等につい
て、まず振り返ってみると以下のとおりです。

（１）戦後の学校給食
戦後の学校給食は、困難な食料事情の下で、ララ
（LARA：戦乱で窮乏に陥った国々へ援助物資を送る活
動を行っていた、アメリカの宗派を超えた宗教団体や労
働団体等が集まって作った団体）からの物資寄贈を受け
つつ、戦後の新しい学校給食の基本的な方針を示した文
部、厚生、農林三省の次官通達「学校給食実施の普及奨
励について」（昭和２１年１２月１１日）に基づいて、東京都、
神奈川県、千葉県で本格的に再開されました。学校給食
の再開は当時の世論の絶大な支持を得るとともに、より
広く

昭和２３年頃

実施することが求
められました。そのた
め、給食実施児童数は
年々増加し、その率は
昭和２１年に２３％であっ
たものが昭和２５年には
６９％に達するなど、全
国に普及拡大していき
ました。
その後、寄贈小麦粉によるパンの完全給食も実施され
るようになりましたが、昭和２６年のサンフランシスコ講
和条約の調印に伴い、従来完全給食実施の財源となって
いたガリオア資金（アメリカ軍占領地の疾病や飢餓によ
る社会不安を防止し、占領行政の円滑を図るためアメリ
カ政府が支出した援助資金）が同年６月をもって打ち切
られることとなりました。このことを契機として、各地
で学校給食費の値上がりが見られ、学校給食を中止する
学校も増加するという事態に至り、全国各地で国庫補助
による学校給食の継続への要望や、学校給食の法制化が
叫ばれるようになりました。

（２）学校給食法の制定と改正
このような言わば学校給食の危機的な状況の中で、学
校給食を継続すべきであるという世論に支えられつつ、
昭和２９年６月３日、学校給食法が制定されました。ここ
で注目すべきは、当時の文部大臣による学校給食法案の

提案理由説明に「小学校等において、その教育の一環と
して学校給食が適正に実施されるということは、とりも
なおさず、児童がみずからの体験を通して、望ましい日
常の食生活の営みを学びとることであって、学校給食が
児童の現在及び将来の生活を幸福にする所以であり、教
育的に実施される学校給食の意義はまことに重要である
と存ずるのであります」とあるとおり、まだ食料事情も
十分でない状況の中でも、学校給食を単なる栄養補給の
ための食事と捉えるのではなく、教育活動の一環として
明確に捉え、実際に同法第２条において、「小学校教育
の目的を実現するため」と明記している点であると言え
ます。当時は、現在のように「食育」という言葉が普及
していませんでしたが、戦後の学校給食は、まさに食育
の推進の観点からも再出発したということが言えます。
学校給食法成立後、昭和３１年には、小学校から義務教
育諸学校への対象拡大や、準要保護児童への学校給食費
の補助（翌年、中学校にも拡大）に関する改正が行われ
ました。また、共同調理場方式の普及を踏まえ、昭和４９
年には、学校設置者が共同調理場を設けることができる
旨規定

昭和５１年頃

されました。最
近では、栄養教諭制度
の創設を踏まえ、学校
給食の栄養に関する専
門的事項をつかさどる
職員（学校給食栄養管
理者）として、栄養教
諭を追加する改正が行
われています。
このように、学校給食法は、学校給食の根拠法として
戦後の学校給食の復興と発展の基盤となるとともに、そ
の時々の状況に応じ、必要な改正を行うことにより、学
校給食を制度的に支えてきました。

１．改正内容
以下、主な改正部分について解説いたします。

（１）法律の目的（第１条）
学校給食法において定める事項として、従来の「学校
給食の実施」に加え、「学校給食を活用した食に関する
指導の実施」を新たに規定しています。また、食育基本
法の制定（平成１７年６月）や同法に基づく食育推進基本
計画の策定（平成１８年３月）がなされ、食育の推進が我
が国の重要な課題となっていることや、学校における食
育の推進に学校給食は大きな役割を果たしていることに
かんがみ、今回の改正では、法の目的として従来の「学
校給食の普及充実」に加え、「学校における食育の推進」
を新たに規定しています。

（２）学校給食の目標（第２条）
昭和２９年の学校給食法制定当初から、学校における教
育の目的を実現するために学校給食の目標が規定されて

学校給食法の改正について



第３節 学校給食の充実

47

第
３
章

学
校
、
保
育
所
等
に
お
け
る
食
育
の
推
進

いたことは先述したとおりです。しかしながら、目標と
して設定されていた事項は、当時の状況を色濃く反映し
たものであったと言えます。今回の改正では、食育の観
点を踏まえ、新たな目標も加えつつ以下の７項に整理・
充実しています。
①適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図るこ
と。
②日常生活における食事について正しい理解を深め、
健全な食生活を営むことができる判断力を培い、及
び望ましい食習慣を養うこと。
③学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神
を養うこと。
④食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであること
についての理解を深め、生命及び自然を尊重する精
神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。
⑤食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられ
ていることについての理解を深め、勤労を重んずる
態度を養うこと。
⑥我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての
理解を深めること。
⑦食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に
導くこと。
この目標の整理・充実により、学校給食が単なる栄養
補給のための食事にとどまらず、学校教育の一環である
という趣旨がより明確となりました。
これらの事項は、いずれも、学校給食を「生きた教材」
としつつ、学校において食育を推進していく上で重要な
観点となっているものですが、同時に、近年大きな改正
が行われた教育基本法（平成１８年１２月改正）の第２条の
「教育の目標」や学校教育法（平成１９年６月改正）第２１
条の「義務教育の目標」を踏まえたものとなっています。
その意味で、今回の学校給食法の改正は、新しい教育基
本法及び学校教育法の趣旨を、学校教育の実際の場面に
おいて具体化していくための法改正でもあります。

（３）学校給食実施基準（第８条）
従来より、学校給食法の趣旨にのっとり、学校給食が
適正に実施されるよう、学校給食の実施回数、児童又は
生徒の平均栄養所要量等について規定した学校給食実施
基準が告示として定められています。同基準は、学校給
食法が制定された昭和２９年に既に定められていました
が、学校給食法の条文上には規定されていませんでし
た。
今回の改正では、第８条において、文部科学大臣が策
定する旨を明記し、学校の設置者は同基準に照らして適
切な学校給食の実施に努める旨を規定しています。今
後、食を取り巻く状況の変化に伴う学校給食に対する新
たな要請に的確に対応できるよう、現在の実施基準を見
直し、改正法の施行後、新たに告示することを予定して
います。

（４）学校給食衛生管理基準（第９条）
現在の「学校給食衛生管理の基準」は、O１５７による
集団食中毒の発生（平成８年）を機に、衛生管理の改善
充実及び食中毒の発生防止の徹底を図るため、従来の指
導内容や「学校環境衛生の基準」における学校給食関係
事項を整理し、併せて、新たに必要な事項を加えて独立
の基準として平成９年に制定し、局長通知したもので
す。

今回の改正においては、各学校において学校給食の適
切な衛生管理が一層徹底して実施されるよう、従来の局
長通知という性格を変更し、文部科学大臣が策定するよ
う規定しています。また、従来、関係者が果たすべき具
体的役割が必ずしも明確になっていない側面があったこ
とから、学校の設置者は同基準に照らして適切な衛生管
理に努める旨を明記するとともに、校長又は共同調理場
の長は、①同基準に照らして衛生管理上適正を欠く事項
があると認めた場合には、直ちに所要の措置を講ずるこ
と、さらに、②校長等の権限では対応できない措置が必
要な場合には、学校等の設置者に申し出ることを規定し
ています。
同基準についても、改正法の施行後、現在の基準の内
容を精査し必要な改訂を行った上で、文部科学省告示と
して策定する予定です。

（５）学校給食を活用した食に関する指導
平成１６年の学校教育法の改正により、栄養教諭の職務
が「児童生徒の栄養の指導及び管理をつかさどる」と簡
潔に規定（第３７条（小学校）、第４９条により中学校に準
用）されていますが、今回の学校給食法の改正において
は、上記の栄養教諭の果たす役割の重大性にかんがみ、
栄養教諭は「学校給食を活用した食に関する実践的な指
導を行うものとする」と明確に規定したところです。ま
た、栄養教諭が指導を行うに当たっては、当該地域の産
物を学校給食に活用するなどの創意工夫を行うことを同
条第２項で規定しています。これは、地場産物の活用
が、学校給食を「生きた教材」として活用しつつ食に関
する指導を行うに当たって非常に重要な事項であるた
め、創意工夫の例示として特記したものです。
新たな第１０条は、栄養教諭の役割を中心に規定されて
いますが、学校における食育は、栄養教諭を中核としつ
つ、関係教職員が共通理解の下、連携・協力することに
より、学校教育活動全体を通じて推進する必要がありま
す。そのため、校長のリーダーシップが重要であり、今
回の改正では、同条第１項後段において、校長は「食に
関する指導の全体的な計画」を作成するなど必要な措置
を講ずることを規定しています。この規定については、
校長が全校的視点に立って、リーダーシップを発揮しつ
つ、その責任において全体計画を最終的に作成すること
を規定したものであり、栄養教諭が中核となって、関係
教職員と連携しつつ、全体計画の作成の検討、原案作
成、決定等の進行管理を行う必要があることは、『食に
関する指導の手引』（平成１９年３月）において示してい
るとおりです。

２．おわりに
今回の学校給食法の改正は、今まで述べたように、食
育推進の観点を取り込み、学校給食法の根幹に関わる部
分の改訂を含むものであり、我が国の学校給食の歩みの
中でも特に銘記されるべき法改正であると言えます。
今回の学校給食法改正とともに、本年３月に告示され
た新学習指導要領において、その総則で「学校における
食育の推進」が明確に位置付けられ、関連教科等におい
ても食育に関する記述がなされたことは、まさしく食育
推進のための車の両輪が揃い、学校給食を通じて、食育
の推進を図るための原動力になることが期待できます。
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及び大阪府の４か所で開催し、「米飯給食の
大切さ・効果」、「食育」をテーマとした学識
経験者や保護者代表によるパネルディスカッ
ション等が行われた。フォーラム参加者への
アンケートによると、米飯給食の推進は、子
どもの食習慣の乱れを改善するのに「とても
効果的」又は「効果的である」と回答した者
が８５％以上にも上った（図表―３６）。このよう
に、今後も米飯給食の実施回数の少ない都市
部を中心にフォーラムを開催することによ
り、米飯給食に対する一層の理解の促進と米
飯給食の実施回数の増加が期待されている。

4 伝統的な食文化を継承した献立
の活用

郷土料理や伝統料理等は、その土地の産物
を使って独自の料理法で作られ、食べ継がれ
てきたものであり、これらは子どもに地域の
産業や文化に関心を持たせる上で良い教材と
なる。
現在、地場産物の活用の更なる促進が図ら

れているが、それにあわせて各地において学
校給食に郷土料理等が積極的に導入され、行
事等においても使用されており、今後とも郷
土料理等を通じた学校給食の教育的効果が更
に上がることが期待される。
このように郷土料理等を学校給食に取り入

れて食文化を伝承し、次代を担う子どもたち
にふるさとの味を残し伝えることは大切なこ
とである。そのため、栄養教諭は、献立作成
において郷土料理等を積極的に活用し、子ど
もたちの調べ学習の際に適切な資料を提供す
ることなどにより、子どもたちに伝統的な食
文化を継承する上で重要な役割を果たしてい
る。

第４節
保育所での食育推進

乳幼児期の健やかな成長を支えるため、保
育所における食事や食に関わる取組は重要で
ある。これまで、全国の保育所においては、
平成１６年３月に策定された「保育所における
食育に関する指針」に基づき食育が推進され
てきたところであるが、厚生労働省では、平
成２０年３月に「保育所保育指針」を改定（平
成２１年４月施行）し、食育の意義について明
らかにしている（図表―３７）。
まず、保育所保育指針の根幹である第１章

「総則」では、保育所は子どもの健全な心身
の発達を図ることを目的とし、子どもの福祉
を増進することに最もふさわしい生活の場で
なければならないと定めている。これに併せ
て、健康、安全など生活に必要な基本的な習
慣や態度を養い、心身の健康の基礎を培うこ
とを目標としなければならない、と定めてい
る。
次に、第３章「保育の内容」では、保育の

目標、ねらい及び内容を定めており、例え
ば、教育の５領域の内容として、「楽しんで
食事をする」、「嗅ぐ、味わうなどの感覚の働
きを豊かにする」、「作物を育てたり、味わう
などして、生命の尊さに気付く」、「味わった
ことを言葉で表現する」、「味、香りなどに気
づいたり、感じる」など食育に関連する事項
を盛り込んでいる。
また、第５章「健康及び安全」では、「食

育の推進」の項目を定めているが、ここでは、
保育所における食育は、健康な生活の基本と
しての「食を営む力」の育成に向け、その基
礎を培うことを目標とすることを明記し、そ
の実施に当たっては、（１）子どもが生活と
遊びの中で、意欲を持って食に関わる体験を
積み重ね、食べることを楽しむこと、（２）
食育の計画を作成し、見通しを持って取り組
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○　第１章～第７章で構成、保育所における保育の内容を定める
○　厚生労働大臣告示（平成20年３月28日公布）

第２章　子どもの発達
第３章　保育の内容

第４章　保育の計画及び評価

第５章　健康及び安全

第１章　総則

第６章　保護者に対する支援

改　定　の　内　容

第７章　職員の資質向上

保育士等が子どもの発達及び生活
の連続性に配慮して保育するため、
乳幼児期の発達の特性や発達過程
について示す

乳幼児期の子どもが身につけることが望まれる心情、
意欲、態度などの事項及び保育士等が行わなければ
ならない事項等、保育所における保育の内容を示す

計画に基づいた保育の実施のため、
「保育課程」及び「指導計画」を明
確化するとともに、保育の質の向上
の観点から、保育所や保育士等の自
己評価について示す

子どもの生命の保持と健やかな生活
の基本となる健康及び安全の確保の
ため、保育所において留意しなけれ
ばならない事項について示す保護者支援の原則や基本を踏まえ、保育所の特性を

生かした入所児の保護者への支援及び地域の子育て
支援について示す

質の高い保育を展開するために必
要となる職員の資質向上について、
施設長の責務を明確化するととも
に研修等について示す

１．乳幼児期の発達の特性
２．発達過程

１．保育のねらい及び内容
２．保育の実施上の配慮事項

１．保育の計画
２．保育の内容等の自己評価

１．趣旨
２．保育所の役割
３．保育の原理
４．保育所の社会的責任

１．保育所における保護者に対する支援の基本
２．保育所に入所している子どもの保護者に対

する支援
３．地域における子育て支援

１．子どもの健康支援
２．環境及び衛生管理並びに安全管理
３．食育の推進
４．健康及び安全の実施体制等

１．職員の資質向上に関する基
本事項

２．施設長の責務
３．職員の研修等

○保育所の役割
・保育所の役割（目的・理念、子どもの保育と
保護者への支援など）、保育士の業務、保育
所の社会的責任の明確化

○小学校との連携
・保育の内容の工夫、小学校との積極的な連携、子どもの育ちを
支えるための資料の送付・活用

○保護者に対する支援
・保育所の特性や保育士の専門性を生かした保護者支援
・子どもの最善の利益の考慮、保護者とともに子育てに関わる視
点、保護者の養育力の向上等に結び付く支援の重要性

○計画・評価、職員の資質向上
・保育実践の組織性・計画性を高めるための「保育課程」の編成
・自己評価の重要性、評価結果の公表
・研修や職員の自己研鑽等を通じた職員の資質向上、職員全体の
専門性の向上

・施設長の責務の明確化

○保育の内容、養護と教育の充実
・養護と教育が一体的に展開される保育所保育
の特性とその意味内容の明確化

・養護と教育の視点を踏まえた保育のねらいと
内容の設定

・保育の内容の大綱化、改善・充実
・誕生から就学までの長期的視野を踏まえた子
どもの発達の筋道

・健康・安全及び食育の重要性、全職員の連
携・協力による計画的な実施

保育所保育指針の基本となる考え方と全体像を示す
（２章以下の根幹を成す）

むとともに、その評価及び改善に努めるこ
と、（３）食材や調理する人への感謝の気持
ちを育て、食に関わる環境を整えること、
（４）食物アレルギーなど子どもの状態に応
じて専門的対応を図ることなどについて留意
するよう求めている。
今回の保育所保育指針では、保育所におけ

る食育を養護と教育の一体的展開として改め
てとらえ直し、食育の意義や課題を明確にし

ている。このため、今後はこの指針を踏ま
え、保育所における「保育課程」及びそれに
基づく「指導計画」の中に食育に関する計画
を位置づけ、保育所で働く全ての職員が共通
認識を持って計画的に取り組んでいくことが
望まれる。
なお、平成１８年度に実施した「保育所にお

ける食育の計画づくりに関する調査」結果で
は、食育の計画づくりに取り組んでいる保育

図表―３７ 新保育所保育指針について
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〈作成手順の参考（例）〉

子ども・地域・園の状況把握と課題の整理

「食育における５つの子ども像」を参考に、
保育目標（子ども像）の設定

「ねらい」と「内容」の系統化

指導上の留意点の抽出

環境構成の重点事項の考案

保育計画*の見直し、点検のタイミング

所は約８割であった。
さらに、保育所において、所長、保育士、

栄養士の協力の下、各地域や施設の特性に応
じた食育の計画作成が推進されるよう、平成

１９年１１月には研究事業として「保育所におけ
る食育の計画づくりガイド」を取りまとめ、
その周知を図ったところである（図表―３８）。

（平成１９年１１月公表）

Ⅰ 園の職員で食育の計画づくりの進め方を考える

園内外での研修や会議などを通して体制づくりを行い、食育に関して全職員の共通理解を深め、子どもの興
味・関心を精査しつつ、地域に根ざし、保育所の実情に応じたオリジナリティあふれる食育の計画づくりを！

Ⅱ 食育の計画づくりの基本的な考え方を理解する

「食を営む力」は生涯にわたって育成されるものであり、その基礎を培うことが乳幼児期の目標。食を通して、
子どものどのような育ちを期待するのか考える

１．保育所における食育の目標 「楽しく食べる子どもに～保育所における食育に関する指針～」
の基本構造

現在を最もよく生き、かつ、生涯にわたって健康で質の高い生活を送る基本
としての「食を営む力」の育成に向け、その基礎を培うこと

お腹がすくリズム
のもてる子ども

食べものを話題に
する子ども

食事づくり、準備
にかかわる子ども

一緒に食べたい人
がいる子ども

食べたいもの、好きな
ものが増える子ども

期待する子ども像

食と健康

食と人間関係

保育所を拠点とした環境づくり保育所を拠点とした環境づくり

食と文化
命の育ちと食

料理と食

〈目標〉保育所における食育は、現在を最もよく生き、生涯にわ
たって健康で質の高い生活を送る基本としての「食を営む
力」の育成に向け、その基礎を培うことを目標とする。そ
して、楽しく食べる子どもに成長していくことを期待し、
５つの子ども像の実現を目指す。

２．保育所における食育の内容
１）食育のねらいと内容

子どもの心情・意欲・態度を培う観点から、食を通してどのような体験を積み重ねることが大切なのか
を考える

２）食育の５項目

子どもの食を営む力の基礎を培うために必要な経験の内容を「食と健康」「食と人間関係」「食と文化」
「命の育ちと食」「料理と食」の観点から考える

３．保育所における食育の計画の位置づけ

食育の計画は一貫性のあるものとして「保育計画＊」
「指導計画」にしっかり位置づける

Ⅲ 園で食育の計画づくりをすすめる

１．食育の視点を含めた保育計画＊を作成する
２．食育の視点を含んだ指導計画を作成する
３．保育所における食育の計画を評価し、改善する
４．食育の計画づくりに関するQ&A
＊新保育所保育指針では、「保育計画」を「保育課程」に変更。

図表―３８ 『保育所における食育の計画づくりガイド』（概要）


